企業等の森づくり推進事業実施要領

（趣旨）

第１条　この要領は、企業、団体等（以下「企業等」という。）が社会貢献活動の一環として行う森林整備活動を推進するために必要な事項を定める。

（事業の目的）

第２条　企業等の森づくり推進事業（以下「事業」という。）は、企業等の森林整備活動を推進することにより、森林の持つ公益的機能の向上及び森林・林業に対する理解の促進を図ることを目的とする。

（対象森林）

第３条　事業の対象となる森林は、別表に定める森林とする。

（対象森林整備活動の内容）

第４条　森林整備活動は、0.1ha以上の対象森林において行う、植栽（当該企業等が自ら行うもののほか、森林組合等に委託する場合を含む。）、下刈り、間伐、林床整備（作業歩道設置の付帯作業を含む。）等とする。
（森林整備活動の実施手続）

第５条　企業等は、森林整備活動を実施しようとするときは、事業実施申請書（別記様式第１号。以下「実施申請書」という。）を県に提出するものとする。

２　県は、前項の実施申請書の提出を受けたときは、企業等が活動を希望する森林の所有者（以下、「森林所有者」という。）に協議し、同意を得るとともに、その結果を企業等に通知するものとする。
３　企業等は、前項の通知を受けたときは、県及び森林所有者と企業等の森づくりに関する協定書（別記様式第２号）を標準として協定を締結し、実施申請書に記載する森林整備活動を実施するものとする。
４　企業等は、前項により締結した協定に定める期間を超えて、当該森林において森林整備活動を実施しようとする場合には、森林整備活動再実施申請書（別記様式第３号。以下「再実施申請書」という。）を県に提出することができる。

５　県は、前項の再実施申請書の提出があったときは、新たに協定を締結することができるものとする。この場合において、県は、協定を締結した他の当事者の同意を得なければならない。

６　前項の規定により協定を締結するに当たっては、従前の協定と同じ内容のものとすることができるほか、従前の協定と異なる内容のものとすることができる。この場合において、第２項及び第３項の規定を準用する。
（協定期間）

第６条　前条第３項の協定の期間は、５箇年を標準とする。
（費用負担）

第７条　森林整備活動等の実施に要する費用は、原則として、企業等が負担するものとする。

（協定当事者の責務）

第８条　県は、協定に基づく森林整備活動が円滑に実施できるよう、助言を行うとともに、森林整備活動等の周知に努めるものとする。

２　森林所有者は、協定に基づく森林整備活動が円滑に実施できるよう協力するものとする。

（立木の所有権）

第９条　当該森林内の立木の所有権は、企業等が植栽した立木も含めて森林所有者が有するものとする。

（伐採木等の取扱）

第10条　森林整備活動を実施する森林内において、当該森林整備活動に伴って発生した伐採木等については、当該企業等が適正に取り扱うものとする。

２　企業等が当該伐採木等の利活用を希望する場合には、協定の範囲内において行うことができる。ただし、営利を目的とする場合には、この限りでない。

（変更の届出）

第11条　企業等は、名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名、事業所等の所在地を変更したときは、名称等変更届出書（別記様式第４号。以下「変更届出書」という。）を県及び協定を締結した他の当事者に提出しなければならない。

（地位の承継）

第12条　企業等及び森林所有者は、協定上の地位を第三者に承継させようとするときは、地位承継申請書（別記様式第５号。以下「承継申請書」という。）を県に提出しなければならない。
２　前項の承継申請書の提出があったときは、県は、その内容を、協定を締結した他の当事者に協議し、その結果を承継申請書を提出した者に通知するものとする。
３　前項の協議の結果、協定を締結した他の当事者の同意が得られた場合、承継申請書を提出した者は地位の承継を行い、その結果を県及び協定を締結した他の当事者に通知しなければならない。
（解除）
第13条　協定当事者は、協定期間中に社会情勢の変化等によるやむを得ない理由による場合には、協定を締結した他の当事者の同意を得て、協定を解除することができる。

（協定終了後の管理）

第14条　森林所有者は、協定期間終了後も当該森林の善良な管理に努めるとともに、開発行為等の土地の形質変更を行わないよう努めるものとする。
附　則

この要領は、平成21(2009)年４月１日から適用する。

この要領は、平成24(2012)年10月18日から適用する。

この要領は、平成27(2015)年２月27日から適用する。
この要領は、平成31(2019)年４月１日から適用する。
別記様式第１号

年号　　（西暦）年　　月　　日　

事業実施申請書
　　
栃木県知事　○○　○○　様

企業等の
住　所

名　称

代表者

　企業等の森づくり推進事業を下記により実施したいので、申請します。
記

１　森林整備活動に取り組む目的

２　希望する森林
　　森林：　　　　（リスト番号を記載）
３　森林整備活動の実施計画

	年度
	実施時期
	森林整備

活動の内容
	実施方法
	資金計画

(千円)
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


４　希望する活動期間
  　　　　年号　　（西暦）年　　月 ～年号　　（西暦）年　　月
５　伐採木等の利活用希望（企業等のみ）
　　　
６　その他（周辺の施設や地域との関係、森林整備以外の活動希望などを記載して下さい。）

７　担当者等連絡先

　　　担当者所属部署　　　　　　　　　　職氏名

　　　連絡先　TEL　　　　　FAX　　　　E-mail

※添付資料　　法人概要のわかるもの（パンフレット等）

社会貢献活動を実施した実績がある場合はその資料
 記様式第２号
企業等の森づくりに関する協定書（標準書式）
　企業等（以下「甲」という。）、県（以下「乙」という。）及び森林所有者（以下「丙」という。）は、甲が下記の森林において行う森づくり活動について、次のとおり協定を締結する。

（協定の目的）

第１条　この協定は、次条に掲げる森林において森林整備活動を甲が実施することにより、森林の持つ公益的機能の向上と森林・林業に対する理解の促進を図ることを目的とする。甲、乙及び丙は、この目的を達成するため協働して取組むこととする。

（協定対象森林）

第２条　この協定により、甲が森林整備活動を行う森林（以下「協定対象森林」という。）は次に掲げるとおりとする。

	森林の所在地
	地　目
	面積（m2）
	備　　考

	 
	 
	 
	 


 

（協定期間）

第３条　この協定の有効期間は、年号　　（西暦）年　　月　　日から年号　　（西暦）年　　月　　日までとする。

 

（活動の実施）

第４条　甲は、企業等の森づくり推進事業実施要領第５条第１項に基づき提出された事業実施申請書（以下「実施申請書」という。）に基づき、森林整備活動を実施するものとする。
２　実施申請書に基づく森林整備活動の経費は、甲が負担する。

（立木の所有権）

第５条　当該森林内の立木の所有権は、甲が植栽した立木も含めて丙が有するものとする。
（伐採木等の取扱）

第６条　森林整備活動を実施する森林内において、当該森林整備活動に伴って発生した伐採木等については、甲が適正に取り扱うものとする。
２　甲が当該伐採木等の利活用を希望する場合には、協定の範囲内において行うことができる。ただし、営利を目的とする場合には、この限りでない。
（助言協力）
第７条　乙は、この協定に基づく森林整備活動が円滑に実施できるよう、助言を行うとともに、森林整備活動等の周知に努めるものとする。
２　丙は、この協定に基づく森林整備活動が円滑に実施できるよう協力するものとする。
（協定解除）

第８条　甲、乙又は丙は、協定期間中に社会情勢の変化等によるやむを得ない理由で協定を解除しようとするときは、協定当事者の同意を得るものとする。

（信義誠実の尊重）

第９条　甲、乙及び丙は、相互に協力し、誠実にこの協定内容を履行するものとする。

（その他の事項）

第10条　この協定の履行に必要な事項であって、この協定に定めのないもの及び、協定の事項に疑義が生じたときは、甲、乙及び丙が協議して定めるものとする。

 

　この協定締結の証として、この協定書を３通作成して、当事者記名押印のうえ、各自その１通を保有する。

 

      年号○○（）年　　月　　日

 

甲  （企業等） 

　乙  　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番２０号

　　　　栃　木　県

                知　　　事

丙  （森林所有者）
　　　　　　　　　　　　　
別記様式第３号

年号　　（西暦）年　　月　　日　

森林整備活動再実施申請書
　　栃木県知事　○○　○○　様

企業等の
住　所

名　称

代表者

　企業等の森づくり推進事業を下記により再実施したいので、申請します。

記

１　現協定の対象森林

	森林の所在地
	地目
	面積（ha）
	備考

	
	
	
	


２　希望する活動期間
　　　　年号　　（西暦）年　　月　～　年号　　（西暦）年　　月

３　森林整備活動の実施計画
	年度
	実施時期
	森林整備

活動の内容
	面積(ha)
	実施方法
	資金計画

(千円)
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


４　伐採木等の活用内容

５　その他（特記すべき事項）

６　担当者等連絡先

　　　担当者所属部署　　　　　　　　　　　職氏名

　　　連絡先　TEL　　　　　
FAX　　　　
E-mail

別記様式第４号

年　　月　　日　

名称等変更届出書
栃木県知事　○○　○○　
様
協定を締結した他の当事者
企業等の
住　所

名　称

代表者

　企業等の森づくり推進事業に関する名称等の変更について、下記のとおり届け出ます。

記

	変更の内容
	変更前


	

	
	変更後


	

	変更年月日


	　　　　　年　　月　　日

	変更の理由
	


　担当者等連絡先

　　担当者所属部署　　　　　　　　　職氏名

　　連絡先　TEL　　　　
　　　　　　FAX

E-mail
別記様式第５号

年　　月　　日　

地位承継申請書
　　栃木県知事　〇〇　〇〇　様

企業等の
住　所

名　称

代表者

　企業等の森づくり推進事業に関する協定上の地位の承継について、下記のとおり申請します。

記

	１　承継予定年月日


	

	２　被承継者
	氏名又は名称


	

	
	住所


	

	３　承継の原因


	


　担当者等連絡先

　　担当者所属部署　職氏名

　　連絡先　TEL　　　　　

FAX

E-mail
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